
◆健康危機管理体制を整備するため、健康危機管理連絡会等を開催します。
◆今後の新興・再興感染症に対応できる健康危機管理体制の構築に向けて、関係機関と連携した実践的訓練及び研修会を実施します。
◆健康危機管理情報をタイムリーに発信します。

◆HACCPの考え方を取り入れた衛生管理を定着させるため、食品衛生講習会などの機会を活用し、事業者へのフォローを行います。
◆鶏の生食や低温調理などの加熱不十分な調理法によるカンピロバクター食中毒を防止のため、消費者への予防啓発を行います。

◆健康寿命延伸に向けた関係機関の横断的な取組推進のため、地域・職域健康づくり検討会を開催します。
◆青壮年期の健康保持増進対策を推進するため、関係機関と連携し健康経営事業所認定事業所の拡大と取組推進向上を図ります。
◆糖尿病性腎症重症化予防のための医療・行政等関係機関の連携構築に向けた検討会、研修会を行います。

◆在宅医療や訪問看護等との連携強化及びACP（アドバンス・ケア・プランニング）の普及・定着に努めます。
◆精神障害者や難病患者等にも対応できる地域包括ケアシステムの深化に向けた、関係機関との連携・協働による支援体制の構築に取組みます。
◆医療機能の分化・連携や、地域医療構想調整会議における議論の活性化など、地域医療構想の実現に向けた検討に取り組みます。

◆県民サービスの維持・向上を図るため、電子申請システムやＡＩを始めとしたＩＣＴ等を活用し、保健所業務の効率化を推進します。
◆ＳＮＳ等を活用し、情報発信に努めます。

◆環境を守り活かす担い手づくりの推進のため、あらゆる世代や地域等に応じた環境教育を推進します。
◆豊かな水環境保全を推進するため、工場、事業場への立入調査を実施します。
◆廃棄物の適正処理を推進するため、産業廃棄物処理業者への監視指導を実施します。



▸▸

◆自然災害や感染症、放射線事故、食中毒等によって不特定多数の住民に健康災害が発生又は拡大する場合には、公衆衛生の確保という観点から、迅速かつ
適切な対応が求められている。

◆新型コロナウィルス感染症対応を踏まえ改定した感染症予防計画、健康危機管理対処計画（感染症編）に基づき、新興感染症の発生に備えた医療提供体制
や保健所体制の確保に向けた、平時からの対応が求められている。

◆結核、薬剤耐性菌など様々な感染症に対する予防及びまん延防止に向けた取組みが求められている。
◆災害発生時には地区災害対策本部保健所班として、健康被害の拡大防止、環境衛生対策実施する役割を担っており、平時から関係機関との連携を強化する

必要がある。また、市と連携して保健医療福祉活動に関する情報連携・整理・分析を行うことが求められている。

○健康危機管理事案への迅速・的確な対応
○病院及び有床診療所のEMIS入力訓練参加率（R７ 45％ → R12 70％）



▸▸

〇高度な衛生管理を要する営業施設（※）におけるHACCP定着率 100％
※ 大規模製造業者、清涼飲料水な規格基準が設定されている食品を製造する施設、学校給食など

令和３年6月からHACCPに沿った衛生管理が制度化されたが、その趣旨が十分に浸透していなことから、不適切な運用が散見され、
定着しているとは言いがたい。

鶏の生食はリスクが高く、全国的にも食中毒の主要な発生要因となっており、昨年度は管内でもカンピロバクター食中毒事件が発生
した。また、食中毒事件には至らないものの、カンピロバクターが検出される有症苦情が寄せられる。事業者のみならず消費者への
カンピロバクター食中毒の認知度向上による鶏の生食や不適切な低温調理による食中毒リスクについての啓発が必要。

令和2年4月の食品表示法の完全施行から6年が経過したが、依然として不適正表示事例のが見られることから、事業者に向けて効果
的な制度の普及と啓発を行う必要がある。



▸▸

◆管内３市の標準化死亡比は、心疾患（中津市、豊後高田市）、脳血管疾患（中津市、宇佐市）、腎不全（宇佐市、豊後高田市）、糖尿病（宇佐市）、慢性
閉塞性肺疾患（中津市）が有意に高い。※１ また、宇佐市、豊後高田市はHbA1c（≧5.6%）及びeGFR（45ml/min/1,73㎡未満）の割合が男女とも有意に高
い。※３ 生活習慣では、管内３市とも「運動仲間がいる」「運動指導（を受けた）経験がある」割合が低い。※２ 以上から、健康寿命延伸にむけた青壮年期
（働き盛り世代）からの健康づくりが重要であり、事業所等を単位とした健康づくりの推進に向け具体的な支援が必要である。
◆全年齢層へ歯科健診等の普及が行われているが、特に青壮年期における歯周病検診の受診率は低い。妊娠期から老年期まですべての世代への歯科保健対策
の強化が求められている。
◆毎日たばこを吸う人の割合が県下で一番高く（中津市） ※２、受動喫煙のリスクが高いことから、事業所等の受動喫煙対策を推進し望まない受動喫煙を防ぐ
環境の整備が必要である。
〔出典：※１大分県福祉保健企画課調べ（H30～R４年平均）、※２大分県福祉保健企画課「県民健康意識行動調査（H28）」※３大分県保険者協議会「令和6年度 医療費・健診データ分析事業(令和4年度
データ分析)」〕

働き盛り世代の健康づくりの推進と環境整備
〇健康経営事業所登録数、健康経営事業所認定事業所数の増加（登録数：465か所 認定事業所数：160カ所）
〇青壮年期の糖尿病性腎症重症化予防推進に向け、保険者の枠組みを超えた取組へ発展する



▸▸

◆高齢者が可能な限り、住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことができるように、平成30年度から全ての市が在宅医療・介護連携推進事業を実施
しているが、地域によって社会資源や取組状況が異なっているため、各市の状況に応じた保健所の支援・協働が必要である。また、ACP（アドバンス
・ケア・プランニング）の普及・定着が課題であり、在宅医療を支える医療機関や訪問看護、介護職等多職種との連携強化により取組を進めていく必要
がある。

◆あわせて、令和６年度に北部が地域医療構想の推進区域に設定されたことで策定した「北部構想区域 推進区域対応方針」に基づき、医療機能の分化・
連携や、地域医療構想調整会議における議論の活性化など、地域医療構想の実現に向けた検討も継続的に取り組む必要がある。

◆高齢者にとどまらず、精神障害者や難病患者等にも対応できるよう地域包括ケアシステムの深化が求められており、関係機関との連携･協働による支援
体制の構築が必要である。

○北部地域医療構想に基づく病床機能転換、医療機関の役割分担及び連携強化の推進並びに中津市民病院を中心とした急性期・救急医療提供体制の構築に
向けた議論等の必要な取組を行う。

〇在宅医療・介護連携に関する各市の課題等に応じた支援や、課題解決に向けた各市・関係機関の横連携等にかかる協議・検討の場設置ができる。



▸▸

◆「グリーンアップおおいた」の推進には、世代や学校、地域に応じた環境教育を進めていく必要がある。

◆豊かな水環境保全のため、工場・事業場排水等の対策が必要である。

◆廃棄物の不適正処理が散見されることから、産業廃棄物処理業者への監視指導により適正処理を推進する
必要がある。

〇環境教育参加者数 … １０００人/年 〇廃棄物合同パトロール実施件数 … 2件/年



▸▸

◆保健所では、多様化・複雑化する県民ニーズに対応するため、デジタル技術を活用し、業務のスピードと質の向上を図ることが喫緊の
課題となっている。この課題に対応するため、本庁を中心として令和５年度に「保健所DXプロジェクトチーム」を立ち上げ、業務DXに
向けた具体的な検討を進めている。

◆限られた資源（人員等）をより効率的・効果的に活用し、平時においても県民サービスの維持・向上を図るため、保健所業務全般につ
いて、ＩＣＴ等を活用した業務の効率化が求められている。

○ICT等を活用した業務効率化を行う。 （8つ以上の業務をICT化）
○SNS等を活用した情報発信を行う。 （月1回以上）


